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I 序論

国勢調査によると，日本における1985年の15才以上就業者総数は5835.7万人であり， 1970年の5223.

5万人に比べて1.12倍に増加している.関東地方に限ると，就業者総数は， 1985年には1796.5万人に

達し， 1970年の1470.5万人と比べて1.22倍と全国平均の伸びを上回っている.特に，卸売業，小売

業，サービス業などの第 3次産業において急速な伸びを示している.第 3次産業就業者数は，全国

平均で1970'"'"'85年の15年間の変化が1.38倍であったのに対し，関東地方では1.48倍にもなっている

(第 1図) • これは，首都圏への急激な経済集積により，雇用機会が増大したことに起因する.
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この第 3次産業における就業者数の増大は，関東地方全体で一線にみられるのではなく，ある特定

の地域に集l~J している. さらに第 1次産業や第 2次産業においても，就業者数の変化は地域l'Ic¥Jでばら

つきがあり，地域的変化には多様性が認められる.

このような点をふまえ，本研究は， 1970年から85年にかけての15年IMlに，関東地方の産業別就業構

成の地域的分布がいかに変化したかを地図化によって把握するとともに，その地域的パターンの変化

が，社会@経済的特性の地域的パターンの変化とどのような対応関係をなすのかを正準相関分析を援

用して明らかにしようとするものである 1) 利用する統計は， 1970年と85年に実施された国勢調査の

「産業別15才以上就業者数」である.

日 産業見IJ就業構成の地域的変化

日-1 産業 3部門からみた変化

関東地方における第 1次産業の就業は， 1970年， 85年ともに，都市部で就業者が少なく，農村部で

多いという一般的特徴が認められる.特に前年次とも，茨城県，栃木県東部，群馬県西部，千葉県東

部・南部で第 l次産業就業が卓越する.

第 2図は， 1970年から85年にかけての第 l次産業就業者数の変化率を標準化2)して図示したもので

ある. 15年間に第 1次産業就業者数は大幅な減少を示している. 1970年には170.6万人であったのか，

85年には90.7万人になっている.減少率は全国平均よりもかなり高い.標準化して相対的に考察して

みると，関東地方の他地域と比べて東京都区部，房総半島南部の安房地域，霞ヶ浦の東北部なとに高

l i標準化指数値が分布する. したがって， これらの地域では比較的減少率が低く， 15年間に他の地域

と比較して就業者数があまり減っていない.東京都底部に関しては， 1970年と85年の両年次とも第 l

次産業就業率は他地域と比べて低い. しかし第 2図が示すように，変化率の標準化指数値はかなり高

い. この事実は，東京都区部では第 1次産業就業者がより郊外の諸地域ほど減少していないことを示

している.また，茨城県北部，栃木県，群馬県の山間部では減少率は低い.一方，茨城県南部，千葉

県の西側，埼玉県中央部，東京都西部，神奈川県中央部など東京都心を同心円状にとりまく都市化前

線地幕(半径20----40km圏)では減少率が高い.なお，標準化指数値が2.0以上あるいは-2.0以下であ

る地域は存在しない. したがって， 15年間における第 l次産業の変動の地域差はそれほど大きくない

ことがわかる.

第 2次産業の関東地方における就業者数は， 1970年には562.7万人であったのが， 85年には607.3万

人と1.08倍に増加している.就業者数の変化率の地域的分布パターンをみると(第 3図)，八溝山地

周辺部，群馬県北部・西南部，千葉県下総地域で高い標準化指数値を示し，東京都と神奈川県と埼玉

県南部の諸地域で低い値を示す.また，これら以外の諸県の都市部でも標準化指数値が低い. したがっ

て人口高密な都市化地域や人口増加が著しい都市化前線地帯では，第 2次産業の就業者数が，相対的

にみるとそれほど増えていないといえる.第 2図と比べて第 3図では，標準化指数値が2.0以上の地

域もかなりの数存在しており，第 1次産業と比べて15年間の変化の地域差は大きいといえよう.
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第 l次産業就業者数の地域的変化パターン 0970----85年)第 2図
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第 2 次産業就業者数の地域的変化パターン(l970~85年)第 3図
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3次産業のはI京地方における就業者数は， 1970年の735.3万人からお年には1， 091. 1万人へと大幅

なj片方nをみせている. /iJ一作ミ次とも，東京都， 1奇玉県，神奈川県、千葉県西部の人口高密地域で第 3次

産業就業率はおい.東京から述距離の地域でも，都市部では就業率が高く，郡部では低いといったパ

ターンを主している.第 41~1 は，第 3 次産業就業者数の変化率の分布図である.就業率が大きく {rj3ひ

たのは，房総半島I!'.:A!:;is， つくばiliを中心とする淡城県南部，前橋市以北の地域，埼玉県中央部など

の諸地域である.…--J:ifIjJび平が低いのは，東京都と神奈川県の全域，埼玉県南部の人口過密j也記;であ

る.一般に，関東地点全域を通して，都市部では第 3次産業の就業者数の増加率が低い傾向にある.

第 l次産業や第 2次産業の分布図と巽なり，標準化指数値の各クラスが地域的まとまりを形成しない

で分散して分布しているのが第 3次産業の特徴である

n -2 第 l次産業の変化

第 1次産業は， 1) 農業~， 2)林業， 1守主H業， 3)漁業，水産養殖業からなる. 3 m~r111 とも関東地

方における就業者の減少は著しい.

1 )農業

農業就業者数は1970年の164.8万人からお年には87.2TJ人と約半分に減少している.農業就業者数

の変化率の地域的分布パターンをみると(第 51;Z])，関東地方の中央部で減少が著しく，縁辺部で減

少が小さい.東京から20，..._40キロ閣の地域で，特に減少が大きいが， これは， 70年以降この地域にお

いて急激に都市化が進展し， この地帯から多くの離農者が東京へ通勤することになったことに起因す

る.若年!習の農業離れも進んでいる.一般に，東京から遠距離に位置しているため東京への通勤が不

可能な地域でも都市部では，減少率が高くなっている.またそれらの都市の周辺部でも，郡部の農村

地域よりは減少率が高くなっている.交通が不便なllJ間部や純農村地寄で・は減少率は{尽く，農業は依

然として重戸安な地位を占めている.東京都心から20キロ圏内では減少率は低いが， これは都市農民の

離農が相対的にみて少ないためであろう.第 5図をみても明らかなように，標準化指数値が-1.0か

ら1.0の11丹に含まれる地域が圧倒的多数を占めている. このことは変化の地域差が小さいことをあら

わしている.

2 )林業，狩猟業

就業者数は， 1970年1.4万人， 85年O.9万人で15年間にO.5万人ほど減少している.関東地方は他地

方と比較して就業率が低く， 1970年において全国の6.8%，85年で6.4%を占めるにすぎない.両年次

とも千葉県・茨城県の海岸部を除いた関東地方縁辺部で就業が卓越するが， これらの卓越地域でも就

業者数は15年間で大幅に減少している(変化率の分布図は省略)• 

3 )漁業，水産養殖業

就業者数は1970年の4.3万人から85年には2.6万人に減少している.I林業，狩猟業Jと同様，関東地

方では全国と比べて就業割合が低く， 8.0% (1970年)と6.2%(1985年)にすぎない.全国に対する

関東地方の就業割合は85年にはさらに低下しており，関東地方では重要度が低い産業となっている.

1970年と 1980年とも千葉県で就業者数が最も多く，両年次とも2.3万人存在する.就業者数の卓
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第 4図 第 3 次産業就業者数の地域的変化パターン(1970~85年)
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第 5~ 農業就業変化率の分布パターン(l970~85年)
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越する地域は「林業，ねて猟業Jとは逆lこ，茨城県と千葉の海岸部そして三iflFf.，1誌に多い.最も):ーし泣

するのは房総半島南部で、ある. また， 箆ケ J泌i司市jおiや北J百泊浦;司市n の j活問;Ii可li司iLi辺」立]i[部~1郊~1出i官1 で、も才末右~I汁:

外のj地也域では' ほとんどこの業種は分布が認められない.変化本の地域的分布パターンをみると(I立l

省Il!各)， 1二述した就業卓i陸地域でも就業者は減少していることが読み取れる.

日-3 第 2次産業の変化

第 2次産業は， 1)鉱業， 2)建設業， 3)製造業で構成される.

1 )鉱業

この部門も「林業，狩1m業」や「漁業，水産養タnli業jとi百jじように関東地方における就業者数は少

ない. 1970年には全国の13.4%(2.975人)そしてお年は全留の14.7%(1.4万人)のシェアを L1iめる

にすぎない.変化率でみると茨城県，栃木県，東京都の就業者減が苦しい(図省illl各).なお関東地万

の「鉱業J就業者数は13業種中最も減少率が大きい.

2 )建設業

「建設業Jは，関東地方では両年次とも他地方とよとべ就業割合が高い. 1970年は全l主1392.9万人の

27.9%， 80年には全1~526. 6万人の28.4%を占め， しかも15年間にシェアを0.5%地やしている. また，

全国の {l~] びを上@仏関東では 15年間 lこ1. 3引きに増えている. I建設業」は， ~lijil三次とも東京都心部

を中心に半径30kmの館内で就業者が多い. また鹿島港など大規模フ。ロジェクトが行われた地域の周辺

や山r1Jl部なと公共の土木工事が多い地域において，相対的にみて就業者が多い.関東地方[j]央部は逆

に就業者は少ない.第 6図は1970年から85年にかけての変化率を地図化したものであるが， 1970年に

分布が卓越していた東京の都市化地域で増加率が低く，茨城県や群馬県なと70年には就業者が少な

かった地域で増加率が高いという傾向が認められる.つまり 1970年において建設業の就業者が少ない

地域で15年の I~去に「建設業j の就業者が大幅に増えているといえよう.なお「建設業j は変化の地域

差が最も小さい業種である.

3 )製造業

「製造業jは13業種中最も就業者数が多く，産業別就業構成に占めるシェアが最も高い部門である.

関東地方における製造業の就業割合は他地方と比べて高く， 1970年には全国の全就業者数の32.9%

(450. 4万人入そして1985年は32.7%(456.6万人)を有する.就業者数の地域的分布をみてみよう.

両年次とも関東地方を東西に分けると，西側の地域で「製造業」の就業が卓越する. I製造業jの就

業者数が特に多い地域は，両年次とも日立市，足利市，桐生市，秩父子11などの工業地域である.全体

的にみると東京都東部・西部，神奈川県中央部，埼玉県，群馬県東南部，栃木県西南部に多く分布す

る.次に15年間における変化の地域的差異をみてみよう(第 7図).変化率でみると， 1970年におい

て製造業の就業者が多い地域では変化率が低く，また70年の時点、で就業者が少ない地域では変化率が

高いという一般的傾向が認められる.東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県西部を除く関東地方の周辺

・縁辺部で特に標準化指数値が高く，就業の{113びが著しい.
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196 

O. 0以上
o未満

1. 0以上
2. 0未満

2.。以上
100. 0未満

欠測{査

第 7函 製造業就業変化率の分布パターン(1970~85年)



197 

n -4 第 3次j卒業の変化

第 3次産業は， 1)卸売業，小売業， 2)金融@保険業， 3)不動産業， 4)運輸@通信業， 5) 

電気@カス・水道・熱供給業， 6) サービス業， 7)公務からなる.

1 )卸売業，小売業

関東地方における全国に対する就業者数のシェアは， 1970年には30.8%(309.6万人)， 1985年には

32.0% (428.2万人)であり，関東地方の全国に対するシェアは高い.東京都は，関東 7都県のうち

「卸売業，小売業Jの就業者数が最A も多く，関東地方全{本の39.5%(1985年)を占める.分布パター

ンをみてみると，両年次とも東京都区部内で最も高い就業率を示し， この地域を中心に外側に向かつ

て就業率が低下していくという同心円構造が認められる.東京から遠距離にあっても，都市部では就

業が卓越する. 1970年から85年にかけての変化率をみてみると，関東地方では15年間に1.38倍に増加

している. 15年間の変化率の地域的分布をみると(第 81~) ， 70年において就業者数が多かった地域

の{ljlび率は低く， J主に就業者数が少なかった地域の伸びが著しいことが見いだせる.千葉県，埼玉県，

茨城県，栃木県，群馬県の郡部における人口密度の低い地域で伸び率が高く都市部で低い.高い標準

化指数値をもっ地域は，まとまった分布を形成せず，飛地状に分布する.東京都i玄部は，相対的にみ

て{1j1び率は低い.

2 )金融@保険業

両年次とも東京の高密な住宅地域である西郊部で就業率が最高で，それより外側に向かつてゆるや

かに低下していく.また，就業率は水戸市，宇都宮市，前橋市などの県庁所在都市でも卓越する. I金

融@保険業Jの関東地方における就業者の伸び率は「卸売，小売業Jより高く， 15年間に1.62倍に達

する.第ヲ図は「金融・保険業Jの変化率の分布パターンを示したものである. 1970年と85年におい

て就業率が卓越した地域では伸び率は相対的に低い傾向が認められる.また，都市部では一般に伸び

率が低い.分布は標準化指数値が-1.0から1.0までの関に集中し， 2.0以上の指数を有するのは 2地

域，そして-2.0以下は 1地域も存在しない. このことは， 15年間に f金融・保険業Jの就業者数の

地域的変動は相対的にみて小さいことを示唆している.

3 )不動産業

「不動産業jは全産業13業種のなかで就業者数の伸び率が最も高い部門である. 1970年の12.7万人

からお年には22.2万人と1.75倍の増加となっている.東京都内に居住する就業者が極めて多く，関東

地方全体の59.8%(1970年)， 51.4% (1985年)を占める.前述した「卸売，小売業jあるいは「金

融・保険業jとは異なり，郊外ばかりでなく東京都区内でも就業率が高いのが特徴である.変化率の

地域差をみると，人口高密の都市化地域よりは，東京50km圏以遠の地域で、の増加率が自立つ(第10図)• 

4 )運輸・通信業

1970年は91.7万人， 1985年は113.2万人が「運輸・通信業jに従事している. 1985年には東京都，

埼玉県，千葉県，神奈川県の諸地域で就業率が高く，茨城民栃木県，群馬県の諸地域で低いという

明確なコントラストがみられる.両年とも東京都で，就業割合が他産業と比べてそれほど高くないの

が特徴的である.つまり「運輸・通信業jの就業については東京都への過度な集中は認められない.



198 

! 0 O. 0 i:J上
2. 0長議

。以上。未満

-[. 0 
。。

日
己
凹
三
喜
一

o. 0以上
1. 0禾涌

1. Q以上
乙 U 禾治

2. 0以上
1 0 o.。未満

図 欠測値

卸売業，小売業就業変化率の分布パターン(l970~85年)第 8図
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第 9図 金融・保険業変化率の分布パターン 0970----85年)
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変化率の地図によると(第11図)，千葉県の東北部，茨城県南部に伸び率が高い地域がまとまって分

布している. {rtび率が低いのは，東京都以外では神奈川県である O 神奈川県のなかで伸び率が高いの

は愛川町や厚木市など一部の地域に限られる.

5 )電気・ガス・水道・熱供給業

この業種は，第 3次産業の 7部FI1のなかで最も就業者数が少ない. 1970年には7.9万人， 1985年に

は9.6万人が従事していたにすぎない.両年次とも東京都と神奈川巽において就業率が高い. しかし

神奈川県は就業者数が増加しているのに対し東京都では3.0万人から2.5万人と15年間に0.5万人減

少している.東京都で第 3次産業の就業者が減ったのは「公務Jとこの業種だけである.地域的分布

パターンをみると， 1970年には，東京都西部，神奈川県西部に高い標準化指数値を有する地域がまと

まって分布する.東京都心部や関東地方中央部の農村地帯では標準化指数値は低い. 85年になると，

標準化指数値が高い地域は70年の高値地域の他に，千葉県中央部，利根川に沿う地帯，栃木県北西部，

群馬県北西部の地域が新たに加わっている.東京都では，立川市より以東の都市部ではすべて標準化

指数値がマイナスになっており，関東地方の平均値より減少率が大きい.第12図は15年間の変化率の

分布パターンを示したものである.東京都では槍原村を除く全域，そして神奈川窯では小田原市を除

く全域で就業者数が減少している.埼玉県でも東京都寄りの南部では減少している地域が多い. この

ように人口高密な都市化地域や人口増加の著しい都市化前線地帯では， I電気・ガス・水道・熱供給

業jの就業者数は減少している.一方，就業者数が大幅に増えたのは，千葉県，茨城県，栃木県，群

馬県の郡部の諸地域である. これらは第 2次および第 3次の産業活動があまり活発でない地域である.

なお， この業種は，標準化指数値が-1.0以下の地域が 1つも存在しない. このことは， この業種に

おいては15年間に就業者が極端に減少した地域あるいは極端に増加した地域が存在しないことを示唆

している.

6 )サービス業

「サービス業jは，第 3次産業のなかでは， I卸売業，小売業jについで就業者数が多い. 15年間

の増加率も1.74倍 0970年は226.2万人， 1985年は393.1万人)であり，全業種中「不動産業jについ

で第 2位を占める.東京都の占める割合が圧倒的に高く， 1970年には関東地方全体の46.4%004.9 

万人)， 85年には38.7%052. 1万人)の就業者数を有する.東京都は， 85年にはややシェアを落とし

ており，代わって伸びたのが神奈川，千葉，埼玉の 3県である. Iサービス業jの地域的分布の大き

な特徴の 1つは，両年次とも群馬県北部と栃木県北部に標準化指数値が高い地域がかたまって分布す

ることである.第13図は変化率の分布パターンを示したものであるが，最大の特徴は，標準化指数値

が-1.0以下の地域は存在せず，また1.0以上の地域は神奈川県小田原市と茨城県美浦村を除いては存

在しないことである.つまり関東地方471地域のうち469地域は，標準化指数値が-1.0から1.0までの

簡に入っている.
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7 )公務

関東地方の日本全体に対する「公務jのシェアは29.4%(1985年)であり，関東地方への就業者の

集中がきわだっているのに比べ， 1公務Jの割合の低さは対照的である. 1電気 e ガス・水道・熱供

給業J(28.5%)についで関東地方の占有率が低い.変化率の分布パターンをみると(第14図)，人口

高密な都市部(東京30km[認内)で標準化指数値がやや低く，それより外側の人口低密な農村部やiJJr~兵

部でやや高いことがわかる.茨城県，千葉県，栃木県，群馬県の市域では標準化指数値は低い. 1公

務jも「サービス業Jと同様，標準化指数値が-1.0以下の地域は lつも存在せず， 1. 0以上の地域も

8地域存在するにすぎない. 471地域1~::J 463地域は，標準化指数値が-1. 0'"" 1. 0の範屈におさまってい

る. したがって「公務jも15年間における地域変動の差は大きくないことがわかる.

日-5 変化率の分布パターンの就業別差異

第 1表は， 15年間における471地域の変化率を標準化しその標準化指数値の変動係数(標準偏差/

平均)を算出したものである.変動係数値が大きいということは， 471地域の間のばらつきが大きい

ことを意味する. したがって， 15年間における変化に関して地域差が大きいことを示唆する.逆に変

動係数値が小さいことは， 15年間における地域変動が小さい，つまり地域差が小さいことを意味する.

変動係数値が最も大きいのは「不動産業Jの1.60である. したがって，不動産業は15年間の就業者

数の変化に関して最も地域間のばらつき(地域差)が大きいことになる.ついで， 1サービス業J

(1. 53)， 1鉱業J(1. 44)， li漁業，水産養殖業J(1. 36)と続く.また，変動係数値が最も小さいのは

O. 17の「卸売業，小売業Jであり，ついで「建設業J(0.28)， 1運輸・通信業J(0. 32)である. した

がって， これらの業種は，変化率の地域差が小さく，全体として平均的に就業者数が変化しているこ

とになる.一般に，就業者総数の多い業種は変動係数値が小さく，就業者総数の少ない業種は変動係

数値が大きいという傾向が認められる. これは，就業者の絶対数が少ないと， 15年間におけるその業

種の就業者数のわずかな変動で各地域の変化率が大きく変わることに起因していると考えられる.そ

れに対して就業者数の多い業種は，各地域で変化率が大きく変動する確率は小さいのである.

第 2表は， 471地域の変化率をデータとして13業種間の相関行列を示したものである.相関係数が

高いということは，それら 2業種の地域的変化パターンが類似していることを示唆する.最も相関が

高いのが， Iサービス業jと「公務JのO.95である.正の相関を示すことから， Iサービス業j就業者

数の変化率が高い地域では， 1公務jのそれも高く， 1サービス業j就業者数の変化率が低い地域では，

「公務Jのそれも低いといえる.両業種の地域的変化パターンが酷似していることは，第13図と第14

図を見比べても明らかである. 1金融・保険業」は他の 5業種と，そして「農業J1不動産業J1サー

ビス業JI公務」は他の 4業種と0.6以上の柏関係数をもっ. これらの業種の就業変化率は棺互に類

似した地域的パターンを有している. 1農業j以外はこれら 4業種すべて第 3次産業に属しており，

業種間の因果関係を類推させるJ林業，狩猟業JI漁業，水産養殖業JI鉱業JI卸売業，小売業JI運

輸・通信業Jは，他のどの業種とも絶対値0.6以上の相関係数を有していない. したがって， これら

の5業種は，それぞれどの業種とも異なった独自の地域的変化パターンをしていることがわかる.
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第 1表産業751J就業の変化 0970----85年)に関する

平均・襟準偏差・変動係数

平均 標準偏差 変動係数

農業 O. 47 O. 24 0.51 
林業，狩~ìt業 O. 91 1. 04 1. 14 
漁業，水産養殖業 O. 87 1. 18 1. 36 
鉱業 1. 00 1. 44 1. 44 
建設業 1. 44 0.41 O. 28 
製造業 1. 25 O. 46 0.37 
卸売業，小売業 1. 32 O. 23 0.17 
金融・保険業 1. 94 1. 66 O. 86 
不動産業 2. 60 4.17 1. 60 
運輸・通信業 1. 22 O. 39 0.32 
電気・ガス・水道・熱供給業 1. 72 1. 60 O. 93 
サーどス業 1. 77 2. 70 1. 53 
公務 1. 34 1. 10 O. 82 

注 変化率を標準化した値をデータとして使用.

第 2 表産業55IJ就業変化(l970~85年)に関する相関行列

X 2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 Xg X 10 X11 X12 X13 

X1 1. 00 O. 01 -0. 02 O. 26 O. 03 0.02 -0.18 O. 64 0.67 -0.03 O. 30 O. 70 O. 64 

X 2 1. 00 -0.05 O. 09 O. 23 O. 22 O. 14 0.06 -0.03 O. 20 O. 17 -0.01 O. 00 

X3 1. 00 O. 05 O. 07 O. 12 0.08 0.01 -0.01 O. 08 0.00 O. 00 O. 03 
X4 1. 00 O. 22 O. 29 O. 08 O. 42 O. 44 O. 15 O. 29 0.40 O. 44 

X5 1. 00 O. 60 O. 36 O. 16 O. 10 0.51 0.27 O. 01 O. 08 

X6 1. 00 O. 39 O. 16 O. 12 O. 58 O. 27 0.02 0.09 

X7 1. 00 O. 18 O. 06 O. 58 O. 37 O. 04 O. 07 

X8 1. 00 O. 87 O. 18 O. 60 O. 89 O. 87 
Xg 1. 00 0.09 O. 53 O. 92 O. 89 

X 10 1. 00 O. 27 O. 03 O. 10 

X 11 1. 00 O. 50 O. 53 

X 12 1. 00 O. 95 

X 13 1. 00 

注:1)太字はO.60以上の相関係数を示す.

2) X 1 農業 X2 林業，狩猟業 X3 漁業，水産養殖業

X4 鉱業 X5 建設業 X6 製造業 X7 卸売業，小売業

X8 金融・保険業 Xg 不動産業 X 10 :運輸・通信業

Xll :電気・ガス・水道・熱供給業 X12 :サービス業 X13 :公務
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m 社会@経済的特性の地域的変化

社会・経済的特性として， 1)人[]， 2) t1片手率， 3老齢人口率， 4)産業就業率， 5)所得， 6) 

通勤通学率の 6変数を考慮する.

1 )人口

「人口Jは，海岸部を除く関東地方縁辺部と東京都心部で減少している.特にLlIIIl'Jm)で、減少率が著

しい. 15年間に1.5倍以上「人口Jが増加した地域は東京都心を中心に半径20l<.1llから40l<.1llまでの留域

に集中する.それより外側の40klllから 100kmの濁域で、は人口地加率が1.0-----1.5倍までの市区IllT村が多

数を占める(変化率の分布図は省略)• 

2 )世帯率3)

「世帯率」の変化は，人口の変化と類似したパターンを示し東京都心を中心に半径20kmから40km

までの圏域で世帯変化率が高い. これらの地域では，出荷-規模が小さくなっており，いわゆる核家族

化が進んでいる.世帯変化率が 2倍以上である地域は，人口増加率が 2倍以上である地域よりも数が

多い(変化率の分布図は省略)• 

3 )老齢人口率4) 

「老齢人口率jは， 1970年と85年の両年とも農山村部で、高く，都市部で低いというパターンがみら

れるが， 1970年から85年にかけての老齢人口率の変化(老齢人口変化率)の地域差をみてみると(第

15図)，関東地方の縁辺部と東京都，神奈川県，埼玉県南部を中心とする人口高密地域で標準化指数

値が高く，老齢化が進んでいることが理解できる.老齢化が最も進んだ地域は，栃木県足尾町である.

関東縁辺部は， 70年と85年の両方とも「老齢人口率jが高かった地域であるので， 15年間にさらに

齢化が進展したことを示している.一方，東京を中心とする人口高密の都市化地域では老齢人口変化

率が高いが， しかしこれらの地域は，両年とも「老齢人口率」は他地域と比べても低い.それゆえ，

これらの地域では，高年齢者は人口の多さと比べるとそれほど多くはないが，両年間の変化の割合で

みると高齢者の比率が高まっていることがわかる.

4 )産業就業率引

第16図は産業就業変化率の分布を示す.茨城県南部，栃木県南部，群馬県南部および埼玉県にまた

がる関東中央部で伸び率が低い.また房総半島中央部，神奈川県中央部でも同様に伸び率が低い.東

京都の人口高密地域と関東地方縁辺部の山間地域では標準化指数値が高く，就業率が15年間に高く

なっている.

5 )所得6)

都県知jにみると，両年とも東京都居住者の所得額が最も高い.70年は年平均100.9万円， 85年は329.4 

万円である.所得格差は全国平均を100とすると，東京都は70年が154.6，そしてお年が141.7であり，

両年とも全国一である.地域的分布パターンをみると，両年とも，東京都，埼玉県，千葉県，神奈川

県で所得額が高く，茨城県，栃木県，群馬県で低い. したがって，関東地方を南部と北部に 2分する

と，明確な南北格差がみられる.変化率の地域差(第17国)をみると，茨城県南部，栃木県南部，群
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第17図 所得の地域的変化パターン(1970'"""-'85年)
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馬県南部，埼玉県北部といった関東地方中央部で変化率が高く J所得Jの額が大きく fEjJびている.関

東地方縁辺部では「所得Jの伸びは小さい.図からもi明らかなように，標準化指数値が-2.0以下あ

るし 1は2.0以上の地域も， -1. 0から1.0までの標準化指数値と同様数多く存在する. したがって， I所

得」は他の指標と比べて変化の地域差が大きいことがわかる.

6 )通勤通学率7) 

1970年と85年の両年とも， この指標は，東京を中心lこ標準化指数値は同心IJ]ixに低くなっていく.

ただし港区，千代田区，中央区，台東区，荒川区，墨田区など東京中心部は「通勤通学率jが低く，

自居住地(区)内で、の通勤通学が多い. これらの地域をとりまく外側の地帯 (20kml~域)まで「通勤

通学率jが高い地域が広がる. 85年には， 40km歯まで「通勤通学率jの高い地域が拡大している. さ

らに， 85年には，木更津，つくば，水戸，宇都宮，熊谷，前橋，高崎といった東京からかなり離れた

都市域でも「通勤通学率」は高くなってきている. これらは比較的交通の便利な地域にあり，東京へ

の通勤者がかなりの割合を占めると予想される.通勤通学変化率の分布図は第18図に示される.都市

化が進んだ人口高密都市域での「通勤通学率Jは小さく，郡部の人口低密地域で変化率か大きくなっ

ている.千葉，茨城，栃木，群馬の各県の鉄道沿線地域では， ，晋辺都市や東京への通勤者が増加した

ため「通勤通学率Jが高くなっている. また関東地方縁辺部の山間・農村地帯で-は，兼業・離農イヒの

進展により，第 2次あるいは第 3次産業に従事する就業者の割合が高くなり， I通勤通学率」が高く

なっている. これらの地域では，就業先は周辺の市町村であり，通勤距離は短いと考えられる.

以上の 6変数のうち，変化率の変動係数値引が最大なのは「世帯率J(39.9)である. したがって

この変数が， 15年間における変化率の地域間ぱらつき(地域差)が最も大きいといえる.ついで「人

口jの38.0である.逆に変動係数値が最小なのは f産業就業率J(7. 60)である.それゆえこの変数

は15年間の産業就業者数の推移に関して地域差が最も小さいといえる.

変化率に関する 6変数間の杷関係数を算出してみると， I人口」と「世帯率Jとの棺関がO.978と最

も高い. したがって， 15年間の地域変動は，人口変化率と世帯変化率が最も類似していることになる.

ついで， I老齢人口率Jと「産業就業率jとのO.63， i老齢人口率jの「世帯率jとの-0.62と続く.

したがってこれらの変数どうしは地域的パターンの変動が類似している.i老齢人口率Jと「世;串率j

とは負の相関を示すことから，老齢人口の割合が減少した地域は世帯の規模が大きくなっているとい

える. i所得Jと「通勤通学率Jはともに他の 5つの変数とも絶対値O.3以上の相関係数を全くもたな

い.両変数とも他の変数群とは異なった独自の地域的変化パターンを呈している.
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日f 就業構成の地域的変化と社会・経済的特性の地域的変化との関連

13部門の産業別就業構成の15年間における地域的変化パターンと就業者の社会・経済的属性lこ!羽す

る6指標の地域的変化パターンとは， どのような対応関係にあるのだろうか. この章では， JT~準判一一刊誌i

分析法を用 l¥て両者の関係を解析しよう

産業別就業構成に関する471行13列の行列と社会・経済的特性に関する471行 6列の行列をデータと

して正準相関分析を実施した結果， 5 %水準で有意な正準変量:が 4つ抽出できた.第 3表は，各J]ミ準

変量の正準(重み)係数の構成を示したものである.

第 1正準変量は， 0.749と最も高い正準相関係数を有する.産業百1]就業構成については， I農業Jと

「卸売業，小売業」がそれぞれ-0.635，0.419と高い正準係数を示し社会・経済的特性については，

「老齢人口率」と「産業就業率jがそれぞれ-0.554，-0.477と負の高い正準係数をもっ. したがっ

て， 1970年から85年にかけての15年間におけるこれら 4変数の変化は，相互に関連性を有しているこ

とがわかる.第 I正準変量は次のように解釈できょう. I農業j就業の地域的変化パターンと「老齢

人口率」と[産業就業率jの地域的変化パターンはきわめて類似している.また， I卸売業，小売業J

と「老齢人口率」および「産業就業率」とは互いに逆相関の関係にあることから， I卸売業，小売業J

の変化率が高い，つまり「卸売業，小売業Jの就業者が急増した地域では， I老齢人口率Jと「産業

就業率jは15年間に高くなっていないといえる.

第19~は，正準得点をもとに第 I 正準変量に関する地域的分布パターンを示したものである 9) I産

業別就業構成」と「社会・経済的特性jの両方とも，関東地方全体でみて平均的(正準得点が O付近)

である地域が最も広い面積を占める.第 I正準変量の構成からみて， これらの地域は， I産業別就業

堵成Jにおいては「農業」と「卸売業，小売業jの15年間における就業変化率が平均値を示す地域で

あり， I社会・経済的特性」においては， I老齢人口率Jと「産業就業率Jの15年間における変化が平

均値を示す地域であるといえる.第19図の凡例 lは， I産業別就業構成jに関しては， I農業J就業

者の減少が相対的にみて少なく(正準係数がマイナスである)， I卸売業，小売業J就業者があまり増

加していない(変化率が低l¥)地域であり， I社会・経済的特性Jについては， I老齢人口率Jの変化

率が高い，つまり高齢化が進む一方， I産業就業率jも15年間に高まった地域といえよう.農業が今

でも卓越する地域では，高齢化が急速に進んでいることがわかる.またこれらの地域では「産業就業

率」も高まっていることから，雇用機会の増大にともない失業率が減少し従来産業に従事していな

かった人々，特に女性や高年齢者が就業するようになったことを類推させる.凡仔IJ1の地域は，関東

地方縁辺部(栃木県那須町・塩原町・藤原町・足尾町，群馬県水上町・嬬恋村・伊香保町，埼玉県大

滝村，神奈川県小田原市・湯河原町・箱根町，千葉県鴨川市)に分布している.

凡fJIJ9は凡例 1と全く正反対の性格をもっ.すなわち1970年から85年にかけて， I産業別就業構成j

については， I農業Jの後退が著しく，かっ「卸売業，小売業j就業者が大幅に増えた地域であり，

「社会・経済的特性Jについては，高齢化は進んでおらず， I産業就業率」が低下している地域であ

る. このような特性をもっ地域はきわめて少なく， 2地域存在するにすぎない.
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東京都内の人口高密都市化地域では， FLfijlj 4の特性が卓越する.すなわち， i産業55rj就業構成」に

ついては，農業就業者の減少は相対的にみて15年間にそれほど進んでおらず， I卸売業，小売業」就

業率は伸びが低く停滞している.それに対して「社会・経済的特性jについては， I老齢人口率jの

変化も「産業就業率」の変化も関東地方の平均に位置している.

第 3表 産業，jl]就業構成の変化と社会・経済的特性の変化との間の正準相関分析

(1 970~85年)
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成
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出
汁長

数
トいしい変

は

る
B
す

業

関

産
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社会・経済的特性 IYI 

に関する変数 I Y 2 

-0.251 

O. 346 

Y 3 -0.554 

Y4 -0.477 

Y 5 -0. 147 

Y 6 0.253 

正準 相関係数 0.749

ウィルクスのラムタ I O. 133 

カイ 2 乗

自由度

929.5* 

78 

O. 446 

0.030 

0.037 

-0.027 

O. 295 

0.481 

-0.260 

-0.270 

-0.286 

-0. 151 

0.054 

O. 071 

0.066 

-0.886 

-0.186 

-0.506 

-0.120 

-0.086 

0.337 

0.729 

O. 302 

-0.676 

-0.009 

O. 132 

O. 170 

-0.006 

O. 040 

-0.256 

O. 543 

-0. 314 

-0.521 

O. 166 

O. 623 

O. 175 

-0.602 

1.208 

O. 001 

O. 760 

O. 528 

O. 658 

O. 402 

O. 645 

550. 1 * 201. 6 * 

60 44 

-0.064 

O. 101 

0.204 

O. 256 

O. 475 

-0.998 

O. 106 

-0. 117 

O. 231 

-0.539 

O. 293 

-0.732 

-0.062 

2. 539 

-2.691 

O. 325 

-0.428 

O. 837 

O. 312 

O. 360 

O. 769 

120.7* 

30 

注 1) *印は 1%水準で有意であることを示す.

2 )太字は正準係数の絶対値がO.400以上であることを示す.

3) X 1 農業 X2 林業，狩猟業 X3 漁業，水産養殖業

X4 鉱業 X 5 :建設業 X6 製造業 X7 卸売業，小売業

Xs 金融・保険業 Xg 不動産業 X 10:運輸・通信業

X11 :電気・ガス・水道・熱供給業 X 12:サービス業 X 13:公務

Y1 人口 Y2 世帯率 Y3 老齢人口率 Y4 産業就業率

Y5 所得 Y6 通勤通学率
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第19図 第 1正準変量の地域的分布パターン

(凡例に関しては注 9を参照)



217 

第E正準変量は， O. 729の有意な正準相関係数を有しJ産業JjiJ就業構成Jでは「製造業J(向0.481)，

「農業J(同0.446)，そして「社会・経済的特性Jについては「人口J(同-0.886)と「老齢人口率」

(伺-O. 506)が高い正準係数値をもっ. したがって前者の 2変数と後者の 2変数の地域的変化パター

ンは相互に負の強い相関関係にあるといえる. I農業jと「人口Jは-0.42という負の相関をもつこ

とから(第 4表)， I農業」就業者数が他地域ほど減少していない農業卓越地域は人口があまり増えて

いない地域であることが読み取れる.また， I製造業」と「老齢人口率」とは， 15年間における就業

者数の変化率が-0.31と弱l¥が有意な棺関をもつことから(第 4表)， I製造業」の就業者が増加した

地域では高齢化は進んでおらず，若年人口が増加傾向にあるといえる.逆に「製造業jの就業者数の

伸びが低い地域では人口の高齢化が進んでいるともいえる.

第 4表 産業ljlJ就業構成の変化と社会・経済的特性との間の相関係数

X 2 X3 X4 X 5 X6 X7 X8 Xg X 10 X 11 X 12 X 13 

Y1 -0.42 -0.04 O. 02 -0. 01 -0. 28 -0. 20 O. 31 -0. 01 -0. 06 O. 04 O. 08 O. 00 O. 03 

Y2 -0.42 -0.05 0.01 O. 00 -0. 24 -0. 15 O. 35 O. 01 -0.05 O. 09 0.11 O. 01 O. 04 

Y3 O. 35 -0. 09 -0. 04 -0. 09 -0. 17 -O. 31 -O. 49 -0. 11 -0. 05 -0.37 -0. 24 -0. 03 -0. 08 

Y4 O. 27 -0. 08 -0. 06 -0. 09 -0. 15 -0. 18 -O. 53 -0. 06 -004 -O. 39 -0. 20 -0. 03 -0. 09 

Y5 -0.12 -0.02 0.00 -0.03 O. 05 -0. 14 O. 08 O. 02 0.06 -0.08 O. 15 O. 03 O. 03 

Y6 O. 02 O. 14 O. 22 O. 27 O. 37 O. 44 O. 12 O. 11 O. 06 0.31 O. 17 O. 00 O. 05 

注 1 )太字は I0.30 I以上の相関係数を示す.

2) X 1 農業 X2 林業，狩猟業 X3 漁業，水産養殖業

X4 鉱業 X5 建設業 X 6 製造業 X 7 卸売業，小売業

X8 金融・保険業 Xg 不動産業 X 10運輸・通信業

X11 電気・ガス・水道・熱供給業 X 12・サービス業 X 13:公務

Y1 人口 Y2 世帯率 Y3 老齢人口率 Y4 産業就業率

Y5 所得 Y6 通勤通学率

第E正準変量に関する地域的分布パターンは第20図に示される. I産業別就業構成jと「社会・経

済的特性jの両方とも正準得点が-1.0以下の地域(凡伊IJ1 )は，関東地方縁辺部の山間部に広がる.

正準係数の構成から， これらは、人口増加率は極めて低く，かっ高齢化が進んで、いる地域である.ま

た「農業jの衰退はそれほど顕在化していないが， r製造業j就業者は増えている地域でもある.r産
業別就業構成Jと「社会・経済的特性jの両方とも正準得点が1.0以上であり，凡例 1と南極端の性

格をもっ地域(凡例 9)は，群馬県邑楽町，埼玉県伊奈町・狭山市，東京都多摩市，神奈川厚木市の

5地域存在する. これらの地域では人口増加率が高く，また若年人口の増加率が特に高い. r農業J

の衰退が著しく，また「製造業」就業者数の増加率は低い.東京を中心とする人口高密地域では， r産
業JjIJ就業構成jの正準得点は-1.0以下，そして「社会・経済的特性jの正準得点、は-1.0から1.0 (凡

例 4)の間にある.
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第20図 第日正準変量の地域的分布パターン

(凡例に関しては注 9を参照)
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第IIIiE準変量は， 0.402の正準相関係数を有する. i産業月IJ就業構成jに関しては， i農業J(正準係

数-0.676)，iサービス業J(戸]0.623)， i金高91・保険業J(同0.543)，i運輸・通信業J(向-0.521)

なとがこの正江戸変量に大きく寄与し， i社会・経済的特性」に関しては、特に「世帯率jの正準係数

が1.208と際立って高い値を示す.第 4表が示すように， i農業j就業者数の変化と「世帯率jの変化

とは密接な関連がある.両者の1mの相関係数が-0.42とマイナスであることから， i農業」就業者数

の減少が著しし、地域と， i出荷;率」が高くなりつつある，つまり l世帯当たりの居住人数が少なくなっ

ている地域とは対j芯する.逆に「農業j就業者数の減少が著しくなく，いまだ農業が主要産業である

地域では， 1 tLt認;当たりの居住人数も多い. i金融・保険業J， r運輸・通信業J，rサーヒス業」の 3

変数は「世搭率」とは相関がみられないことから(第 4表)， i社会・経済的特性」については別の変

数と!現連することがわかる.第 4表によると， r運輸・通信業」は「産業就業率」および「通勤通学

卒Jとそれぞれ-O. 39， O. 31と弱いが有意な紹関係数を有している. r運輸・通信業」就業者の増加

が著しい地域では「産業就業率」の増加は低く，また:ì~~こ「通勤通学率j は高まっている.第211~ は

正準得点を地図化したものであるが，東京を I~:::J心とする都市化地域(東京30km圏域)は，凡ザIJ 4 (産

業別就業構成の正準得点は-1.0以下， r社会・経済的特性」の正準得点は-1.0~ 1. 0)の特性が卓越

する.正準係数の構成から， この広範な圏域は「産業日IJ就業構成jにおいては， i農業J就業者数の

減少率は低く， また「サービス業J，r金融・保険業J， r運輸・通信業jの就業者数の増加率は関東

地方の平均を下回っているという性格をもっ. さらに「社会・経済的特性Jに関しては，人口の増加

は低いが，核家族化が進み，また産業就業率も高まっている地域に相当する.

正準相関係数O.360を有する第W正準変量は， i産業l.lIJ就業構成jについては， i製造業J(正準係数

-0.998)， iサービス業J(向-0.732)，そして「社会・経済的特性Jについては「世帯率J(向-2.6

91)と「人口J(向2.539)が際だって寄与度が高い. したがって， 1970年からお年にかけての15年間

における， i製造業Jと「運輪・通信業Jの変化率の地域的パターンと「世帯率」と「人口Jの変化

率の地域的パターンとは相互に対応しているといえる.

V 結論

1970年から85年にかけての産業別就業構成の地域的変化パターンを考察するとともに，それと社会・

経済的特性の地域的変化パターンとの対応関係を分析した.その結果，次の 3点が明らかになった.

1) 13の産業別就業のうち「農業J， i金融・保険業J， i不動産業J， iサービス業J， i公務jの

5業種に関する就業者の地域的変化パターンは互いに類似している.一方， i林業，狩猟業J， ii漁業，

水産養殖業J，i鉱業J， i卸売業，小売業J， i運輸・通信業Jの5業種は， f也のどの業種とも異なっ

た独自の地域的変化パターンを示す.

2 )就業者数の変化率に関して，地域差が大きい業種は「不動産業J，rサービス業J， i鉱業Jで

あり，これらは地域によって変化率が大きく異なる.一方地域差が小さい業種は，陶]売業，小売業J， 

「建設業J， i運輸・通信業Jであり， これらは15年間の変化率における地域間のばらつきが小さい.

3 )正準相関分析の結果，有意な 4つの正準変量が抽出で、き，産業別就業構成の地域的変化と社会・
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-経済的特性の地域的変化との強い関連が確認できた.I農業JI卸売業，小売業jと「老齢人口率j

「産業就業率J(第 1jE準変量)， I農業JI製造業」と「人口JI老齢人口率J(第E正準変量)， I農業j

「サービス業Jr-金融・保険業JI運輸・通信業jと「世帯率J(第漉正準変量)，そして「製造業j

fサービス業」と Ij立帯率JI人口J(第W正準変量)の地域的変化に対する対応関係が見い出された.

;主・参考文献

1 )分析単位地区数は、関東地方における471市i玄IIIT

村である. 1970'"'-'85年の間に合{井された地域は，

1985年の行政界を分析単位地[玄とした.

2) 1985年の就業者数を1970年の就業者数で除し，そ

の値(変化率)を，平均が 0，分散が iになるよう

標準化した.そして 6階級に区分し地図化した.マ

イナスの値が大きいほど，減少が激しく，プラスの

値が大きいほど増加が著しいことを示す. ゼロ付ー近

の{直は， 15年間の変化が小さいことを意味する.

3 )世帯率=世帯数/全人口.世帯変化率 0970-85

年)= 0970年の世帯率)/ 0985年の世帯率)• 

4 )老齢人口率=65才以上の人口/全人口.老齢人口

変化率(1970-85年)= 0970年の老齢人口率)/09

85年の老齢人口率)• 

5 )産業就業率=15才以上の産業就業者数/全人口.

産業就業変化率(1970-85年)= 0970年の産業就

業率)/ 0985年の産業就業率)• 

6 )ここでいう「所得Jとは，課税対象所得額を納税

義務者数で割った各市町村における納税義務者一人

当たりの所得額である.データは市町村税務研究会

監修『偲入所得指標~ (臼本マーケテイング教青セ

ンター)の昭和47年度版と昭和62年度版を用いた.

それぞれ1970年と85年の所得を示したものである.

7 )通勤通学率=居住地(自市区町村)以外への通勤

通学者数/全人口.通勤通学変化率=0970年の通

勤通学率)/ 0985年の通勤通学率)• 

8 )変動係数値は全対象471市区町村における1970年

から85年にかけての15年間における変化率の標準偏

差をその平均で除した値である.

9) 1産業73IJ就業構成J(X)と「社会・経済的特性j

(Y) の再方とも，正準得点(標準化しである)を

-1.0以下， -1. 0から1.0， 1. 0以上に 3分類し次

のように 9段階に類型化して表示した

1 : X三五 -0.1かっY豆一1.0

2 : -1.0<X<1.0かっY孟-1.0

3 :1.0豆XかっY豆-1.0

4 : X豆-1.0かっ-1.0<Y<1.0

5 : -1.0<X<1.0かっ-1.0<Y<1.0

6 :1.0豆Xかっ1.0<Y<1.0

7 : X豆-1.0かっ1.0豆Y

8 : -1.0<X<1.0かっ1.0豆Y

9・1.0壬Xかっ1.0豆Y

凡例 11Jは， 1産業73IJ就業構成」と「社会・経

済的特性jの両方とも，関東地方全体でみて変化率

が平均より小さいことを意味する. 1 2 Jは， 1産

業73IJ就業構成jの変化率は関東地方全体でみて平均

的ではあるが， i社会・経済的特性Jの変化率は平

均より小さいことを示す. i 3 J は， 1産業別就業構

成Jの変化率は平均より大きいが， i社会・経済的

特性Jの変化率は平均より小さいことを示す. 1 4 J 

は， 1産業男IJ就業構成jの変化率は平均より小さい

が， i社会・経済的特性jの変化率は平均的である

ことを示す. i 5 Jは， 1産業別就業構成jも「社会

・経済的特性jもともに変化率が関東地方全体でみ

て平均的であることを示す. i 6 Jは. i産業別就

業構成Jの変化率は平均より大きいが. i社会・経

済的特性jは平均的であることを示す.17Jは， i産

業別就業構成jの変化率は平均より小さいが， i社

会・経済的特性Jの変化率は平均より大きいことを

示す. 1 8 Jは. i産業別就業構成jの変化率は平

均的であるが「社会・経済的特性Jの変化率は平均

より大きいことを示す.19Jは. i産業73IJ就業構成J

「社会・経済的特性Jの両方とも変化率が関東地方

の平均を上回っていることを示す.



222 

The Changes in the Employment 
Structure in the Kanto Area 

Shozo Y Al'vlAl'vl0TO and Yuji MURAY AIVIA 

This paper attempts to clarify the relationship between the regional changes in thirteen 

kinds of industrial employments and those in six kinds of socio economic characteristics 

during the fifteen years from 1970 to 1985 in the Kanto area.l'vlain findings are summarized 

as follows. 

1) Five kinds of employments show the similar distr‘ibution pattern in the regional 

changes from 1970 to 1985. These areαgriculture ，fiηαnceαηd iηsurαηce， serULces ， reαl 

estαte and gouernment. On the other hand，forestry，fisheriesαndαquαculture， n1ining， 

wholesaleαηd retαil trαde and trαnsportαtionαηd communicαtion show the independent 

regional changes different from the other twelve employment patterns， respectively. 

2) Regional differences of increase rate on engaged persons are greatest in reαl 

estαte and smallest in wholesαleαηd retαil trade. 

3) Canonical analysis employed in this analysis shows the significant correspondence 

between the employment compositions and the socio -economic characteristics in terms of 

the regional changes during the fifteen years. 
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